
地球温暖化対策に関する
法・計画・システムについて

草津市地球温暖化対策推進本部事務局

（環境経済部 温暖化対策室）
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資料１



地球温暖化対策に関する法・計画・システムの概要
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温対法・省エネ法が深く関与・市の事務事業ではKEMSシステムを活用
本市では、環境省が管轄する「温対法」に基づき「地方公共団体地球温暖化対策実行計画（事務事業編・区域施策編）」
を策定し、地球温暖化対策に取り組んでいる。また、「省エネ法」における特定事業者として、毎年度のエネルギー使用
の状況等について、経済産業省に定期報告書などを提出している。

なお、本市では、事務事業におけるエネルギー使用量等を把握し、職員が環境配慮行動を率先して行うようにするた
め、「KEMS（草津市役所環境行動マネジメントシステム）」を運用している。

・目的：エネルギー使用の合理化等を総合的に進めるための必要な措置を講ずるための法
・適用：市長部局・教育委員会部局ともに、エネルギー使用量（原油換算値）が1,500kℓ／年度以上であり、それぞれ特定事業者

に指定されている
・義務：エネルギー管理統括者及びエネルギー管理企画推進者の選任、管理標準の設定（努力義務）、中長期的にみて年平均

１％以上のエネルギー消費原単位または電気需要平準化評価原単位の低減（努力義務）
・実務：特定事業者として、毎年、中長期計画書・定期報告書等を提出する必要がある

エネルギーの使用の合理化等に関する法律（省エネ法） 経済産業省資源エネルギー庁

地球温暖化対策の推進に関する法律（温対法） 環境省

・目的：国内における地球温暖化対策の枠組みを定めた法
・義務：地方公共団体地球温暖化対策実行計画の策定 区域施策編（努力義務）／事務事業編（義務）
・実務：省エネ法の定期報告書を用いて、エネルギーの使用に伴って発生するCO2の温室効果ガス算定排出量等を報告する必要

がある

KEMS（草津市役所環境行動マネジメントシステム）
・目的：良好な環境の保全、創造および環境負荷の継続的低減（事業者としての責務）、環境配慮行動を率先して行い、市民や事

業者の規範となる（行政としての率先行動）
・実務：地球温暖化対策に関わることについては、システムを用いたエネルギー使用量等の把握や自覚研修、相互点検などがある
・備考：「ISO14001」（国際規格）のノウハウが定着してきたことから、平成22年に独自の環境マネジメントシステムであるKEMSへ移行
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草津市の地方公共団体実行計画（区域施策編）
２つの基本方針（緩和策／適応策）・８つの重点アクション

<第4次草津市地球冷やしたいプロジェクト（＝実行計画（区域施策編））に示す草津市の地球温暖化対策の体系>

緩和策
温室効果ガスの排出を抑制する

適応策
気候変動の影響に備える

出典：実行計画（区域施策編） p24から抜粋

<第4次草津市地球冷やしたいプロジェクトにおける重点アクションのイメージ>
※重点アクション…「身近で気軽に取り組めるもの」「市民・事業者・団体・市が協働で取り組むことが可能なもの」

個人・事業者
自治会など

草津市地球冷やしたいプロジェクト
～草津市地球温暖化対策市民運動～

愛する地球のために
約束する協定

行動変容

市のサポート…講習会等の開催・専門講師の派遣・啓発物品の貸出など

ハザードマップ
ウォーキング

エコアクション推進

スマートドライブ

窓断熱推進

日傘等推進

エコスタイル
コンテスト（子ども部門）

プランター菜園推進

協定締結

住まいの省エネ
健康づくり

安全・安心
表彰 防災対策

熱中症
対策

ゴーヤーカーテン
健康レシピ
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草津市の地方公共団体実行計画（事務事業編）
二酸化炭素(CO2)排出削減に向けた具体的な4つの取組
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H25実績

目標値

草津市立まちづくりセンター
草津合同ビル廃止（４月）

草津市立市民総合交流センター供用（5月）、
草津市第二学校給食センター供用（11月）

(仮称)草津市立プール供用
（６月予定）

（基準年度）

草津市営火葬場廃止

５０％削減目標
7,353

計画期間

●既存施設も含め、LED照明灯などに交換可能な照明機器へのLED照明など
の導入（導入施設数 目標100％）

●施設の新設・更新時のZEB（ネット・ゼロ・エネルギー・ビル）導入検討
●省エネ効果の高い機器の導入検討
●蓄電池やコージェネレーションシステム等の導入検討
●エネルギーマネジメントの導入検討

<目標年度までのCO2排出量推計>

出典：実行計画（事務事業編） p10〜13から抜粋

※基準年度（H25）はH25年度の電気の排出係数、R2年度以降は
R2年度の電気の排出係数で算定

※電気の排出係数については、毎年度国から公表される電気事業
者別基礎排出係数を使用。なお、再生可能エネルギー由来電力
の調達を行った場合、調整後排出係数を使用。

※（仮称）草津市立プールのCO2排出量はR4年1月時点で想定され
る範囲で試算しているが、今後の事業進捗によって変動する可能
性有り。

●CO2排出係数…電力供給1kWhあたりのCO2排出量

●ごみ発電の余剰電力を施設で活用（自己託送等）
●既存施設も含め、設置可能な市の建築物および土地の太陽光発電設備の
導入（導入建築物数 目標50％以上）

●再生可能エネルギー由来電力の調達の検討

●代替可能な電動車がない場合や災害対応等の事情も考慮の上、 電動車
の 導入（導入台数目標100％）

●エコドライブの推進

◯省エネルギー行動の推進 ◯廃棄物の発生抑制
◯グリーン購入の推進 ◯その他（健幸都市との連携・緑化推進等）



草津市の温室効果ガス（CO2）削減目標
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区域施策編・事務事業編ともに2030年度に50％削減が目標
地方公共団体地球温暖化対策

実行計画（区域施策編）
地方公共団体地球温暖化対策

実行計画（事務事業編）

国・県の削減目標の達成に寄与
→国 46％減（2013年度比）
→県 50％減（2013年度比）

国・県の計画に基づく積み上げはあるが、不足を埋める
ための今後の技術革新が必須とされている（国）

<公共施設等のCO2削減目標>

詳細なLED・太陽光等導入計画は調査・検討中

出典：実行計画（事務事業編）
p14から抜粋

<市域の温室効果ガス(CO2)削減目標>

（最新データ）


